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TOKYO PRO Market への上場目的の開示に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年６月に株式会社東京証券取引所 TOKYO PRO Market へ上場いたしました。 

今般、株式会社東京証券取引所からの要請に基づき、TOKYO PRO Market への上場目的

について、下記のとおりお知らせいたします。  

 

記 

 

 １．上場の目的 

当社は、知名度及び信用力の向上、収益基盤の拡充、経営基盤及び内部管理体制の強

化、並びに将来的な一般市場への上場を見据えた準備の機会と位置づけてまいりました。 

当社が TOKYO PRO Market への上場において掲げてきた主な目的は、以下のとおり

です。  

（１）収益基盤の拡充  

当社は、知名度及び信用力の向上を通じて、取引先、金融機関、株主、投資家その他の

ステークホルダーからの信頼を高め、既存事業の拡大及び新たな販売チャネルの構築を

進めることを目的としておりました。  

（２）一般市場への上場に向けた段階的な準備  

当社は、TOKYO PRO Market への上場を、将来的な一般市場への上場に向けた段階的

なステップとして位置づけ、上場会社としての経営管理体制、内部管理体制及び開示体制

の整備・運用を進めてまいりました。  

（３）経営基盤の強化  

当社は、上場会社としての経営体制を整備し、持続的な企業価値の向上を図ることを 

目的として、TOKYO PRO Market 上場後、経営基盤の強化に取り組んでまいりました。 

特に、経営判断及び業務執行における特定の人物への依存を低減し、より安定的な経営体
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制を構築することは、当社の中長期的な成長において重要な課題であると認識しており

ます。  

（４）内部管理体制の高度化  

当社は、上場会社として求められるコーポレート・ガバナンス、内部管理体制、適時開

示体制及び IR 体制を整備・運用し、経営の透明性及び信頼性を高めることを目的として、

TOKYO PRO Market 上場制度を活用してまいりました。  

 

２．上場後の経過及び効果  

当社は、TOKYO PRO Market 上場後、上記の目的に沿って、以下の取り組みを進めてまい

りました。  

（１）収益基盤の拡充  

当社グループの売上高は、TOKYO PRO Market 上場前である 2024 年３月期の 2,478 

百万円から、2026 年３月期には 3,310 百万円となりました。また、2027 年３月期の売

上高は 3,545 百万円を見込んでおります。  

保育事業におきましては政府が公表した「保育政策の新たな方向性」の下、地域ニー

ズに応じた提供体制の確保、保育の質・安全性の向上、保育DXの推進、人材確保・処

遇改善が引き続き重点的に進められる見通しです。これにより、自治体主導での体制整

備や現場の業務改善に向けた取組が一段と促進されると見込まれます。量拡大一辺倒

から地域差を踏まえた需給最適化、サービス多機能化、運営効率化へと経営の軸足を移

し既存保育園の運営および新規開園をすすめており、その結果、2025年６月上場後、保

育園３園を2026年４月に新規開園いたしました。 

飲食事業におきましては、訪日需要や内需の回復により一定の需要が見込まれる一

方、インフレ長期化に伴う値頃感重視の消費行動や、人材確保難、エネルギー・原材料・

人件費の上昇等により、引き続き厳格なコスト管理と販売施策の精緻化を進めていく

とともに、新業態等への進出等を計画しております。 

（２）一般市場を見据えた体制整備と今後の方針  

当社は、TOKYO PRO Market 上場後、上場会社として求められる経営管理体制、内

部管理体制及び開示体制の整備・運用に継続して取り組んでまいりました。これらの取

り組みを通じて、将来的な一般市場への上場を見据えた基盤整備を進めてまいりまし

た。今般、当社は、次の成長ステージに向けた取り組みとして、フィリップ証券株式会

社を主幹事証券とし、名古屋証券取引所への上場を目指す方針といたしました。具体的

な上場時期等につきましては、今後の業績動向、内部管理体制の整備状況、上場審査そ

の他の状況を踏まえ、決定してまいります。  

（３）経営基盤の強化  

当社は、上場後、経営体制及び経営基盤の一層の強化を図ってまいりました。これに

より、経営判断及び業務執行における役割分担を明確化し、特定の人物に過度に依存し
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ない経営体制の構築を進めております。 

    従来からの業務分掌の見直しとともに職務権限をより一層明確にし、意思決定のスピ

ードアップを図り運用しております。 

（４）内部管理体制の高度化  

当社は、上場後、内部統制システムの構築及び運用、取締役会・監査役会・内部監査

等の各機関の運営、適時開示体制及び IR 体制の整備に継続して取り組んでまいりまし

た。 

その結果、2025 年 12 月に新たに２名の監査役を選任し、2026 年１月に監査役会を

設置いたしました。   

 

３．今後の活動方針  

当社は、今後も TOKYO PRO Market への上場目的の実現に向けて、以下の取り組みを

継続してまいります。  

（１）収益基盤の継続的な拡充  

保育事業におきましては、「ひとりひとりの個性を大切にする保育」を基本姿勢とし、

子どもをかけがえのない存在として受け止め、日々の小さな変化にも丁寧に寄り添う

保育を実践してまいります。 

具体的には、幼児教育の有識者による監修の元、「乳幼児育脳カリキュラム」を策定

し、こどもたちが健やかに最適な教育を受けられる現場づくりを継続してまいります。 

また、保護者との密な連携や地域家庭への支援にも注力し、子育ての喜びを共有しな

がら信頼関係の構築に努めていきます。 

飲食事業におきましては、外食市場は、客単価の上昇とファストフード業態の堅調、

さらにインバウンド需要の回復が全体を下支えし、引き続き回復基調となりました。一

方で、物価高による消費者の節約志向は継続しており、消費者が重視する飲食店の選択

要因として、「サービス品質」「その店ならではのメニュー」等、消費者ニーズにマッチ

した店舗運営を行ってまいります。  

（２）名古屋証券取引所への上場に向けた方針  

当社は、名古屋証券取引所への上場を目指すにあたり、収益基盤の強化、内部管理体

制の整備、ガバナンス体制の充実、適時開示・IR 体制の高度化等に取り組み、一般市

場上場会社として求められる体制の構築を進めてまいります。 

      一般市場上場基準を満たすことで、組織運営の透明性を高め、持続的な成長基盤を確

立してまいります。そして更に、少子高齢化に向かう日本社会において、本事業の重要

性を発信し続け、より多くの方々に日本の子育て社会に参画してもらいたいと考えて

おります。 

また、名古屋証券取引所への上場が実現した場合には、同市場への上場をさらなる成

長に向けたステップの一つと位置づけ、知名度及び信用力のさらなる向上、株主・投資
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家層の拡大、資本市場における認知度の向上を図り、当社グループの持続的な成長及び

企業価値の向上を目指してまいります。  

（３）経営基盤のさらなる強化  

経営判断及び業務執行の安定性を高めるとともに、持続的な企業価値の向上に資す

る経営基盤の強化に取り組んでまいります。 

（４）内部管理体制及びガバナンス体制の充実  

上場会社として求められる内部管理体制、法令遵守体制、リスク管理体制、適時開示

体制及び IR 体制の一層の充実に取り組んでまいります。 また、監査体制及び会計・決

算体制の強化を進め、財務報告の信頼性向上に努めてまいります。  

                                                                             

４．今後の評価及び開示方針  

当社は、今後、毎年１回以上、上場目的の実現状況を評価し、必要に応じて今後の対応方

針を開示してまいります。評価にあたっては、主に以下の観点を確認してまいります。  

（１）収益基盤の拡充  

売上高については、2027年３月期の売上高3,545百万円を当面の目標としております。  

保育事業におきましては、既存保育園の在園率の向上と安定的な新規開園に向けた活動

の進捗状況を確認してまいります。 

飲食事業におきましては、集客力強化のための各種施策の実行と店舗経営の効率化を図

り、その実践状況を確認してまいります。  

（２）一般市場への上場準備  

名古屋証券取引所への上場に向けた体制整備の状況、主幹事証券その他関係者との協

議状況、内部管理体制及び開示体制の整備状況を確認してまいります。  

（３）経営基盤の強化  

経営体制の運用状況、権限委譲及び業務執行体制の整備状況を確認してまいります。  

（４）内部管理体制の高度化  

内部統制、法令遵守、リスク管理、会計監査、適時開示及び IR 体制の整備・運用状況

を確認してまいります。  

 

 

なお、本開示に記載された内容及びスケジュールは、現時点での当社の認識及び予定に基

づくものであり、当社の今後の事業展開または業績等を確約するものではないことを予め

ご了承ください。  

 

 

以上 


